





正なども行っている。2018 年 6 月に成立した法律では，地域再生をエリアごとで行うための財
源確保について定めた「地域再生負担金制度」が導入された。これは，アメリカやイギリスな
ど既に同法が導入されている BID（Business Improvement District，ビジネス改善地区）地区
のケースを参考に，市町村がエリアマネジメント活動の費用を受益者（事業者等）から徴収し，
エリアマネジメント団体に交付するという制度である。特徴的なのは，地域の発意や受益者の
3 分の 2 以上の同意が要件となる点であり，やや高いハードルではあるものの地域再生に対す
る意識の高い地域にとっては財源確保の具体的処方箋を提示したことになり，今後の同法適用
事例が期待される。政府はエリアマネジメント活動を行う事業者として，地域再生法などに基























2006（平成 18）年から 2014（平成 26）年までの地価水準の推移
エリアマネジメントが求められる背景として，近年長期的には下落傾向を示す地価の改善が
挙げられる。以下，著者らが実施した全国調査のデータ2）をもとに 2006（平成 18）年から 2014
（平成 26）年までの期間における，全国の区域ごとの地価に関する分析を行ったので見てみよ
う。図 1 が示すように地価はこの 8 年間に継続的に下落傾向を示している（ここでは，北海道，
東北地方，北陸地方，関東地方，中部中京地方，関西地方，中国地方，四国地方，九州地方の 9 区
分とした）。




図 1 より明らかなように，地価の上下の幅は 1m2 あたり 5 万円から 40 万円であり，2006（平





















析を行い 4 つの特性軸（I: 事業指向（公共施設等），II: 賑わい活動指向，III: 民間施設利活用指
向，IV: 民間ネットワーク活動指向）の存在を明らかにした。また，主成分分析によって得ら
れた主成分得点を用いてクラスター分析を実施し，8 グループの類型化を行っている。
エリアマネジメントに関する定性的な研究について，天明・小林（2006）5）は，2003 年 10 月
2） 　京都大学内に設置されている官民連携まちづくり研究会（2016 年から 2019 年現在まで）。
3）  　Ueno, M., Adachi, M., Mitarai, J, ‘Self-assessed Positive Impacts of Area Management Organizations in 
Japan’, International Real Estate Review, Volume. 20, Number 2, pp. 189-206, 2017.
4）  　宋俊煥・泉山塁威・御手洗潤，「組織・活動特性から見た我が国のエリアマネジメント団体の類型と傾向分
析―全国の「都市再生整備計画」の区域を対象として―」，都市計画論文集 51（3），pp. 269-276，2016 年。
5）  　天明周子・小林重敬，「エリアマネジメントの視点から見た「東京のしゃれた街並みづくり推進条例」に関






























レポート No. 438，2017 年。
7）  　上野美咲・御手洗潤・要藤正任・足立基浩，「エリアマネジメント活動は都市にどのような影響を与えるの
か―実態分析と効果分析―」，新都市 Vol. 69，No. 9，pp. 65-69，2015 年。
8）  　平山一樹・御手洗潤，「エリアマネジメントが地価にもたらす影響のメカニズムの分析」，日本都市計画学
会 都市計画論文集 51（3），pp. 474-480，2016 年。
9）  　平山一樹・要藤正任・御手洗潤，「エリアマネジメントによる地価への影響の定量分析」，日本不動産学会






























10）  　なお，被説明変数に対数変換を行った分析も行ったが，各種説明変数の t 値は変換を行うか否かに関わら
ず，ほぼ一定であった。
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た。人口に関する変数は，人口規模 1 ダミー（0〜1 万人未満），人口規模 2 ダミー（1 万人〜5
万人未満），人口規模 3 ダミー（5 万人〜20 万人未満），人口規模 4 ダミー（20 万人〜50 万人未













2014（平成 26）年 11 月 20 日から 2015（平成 27）年 1 月 13 日までを調査期間とし，都市再生
整備計画を有する 826 市町村（地区総数 1322 地区）すべてに配布された。回収率は市町村数で





基本統計量 データ数 平均 標準偏差 最小値 最大値 尖度 歪度
3 大都市圏以外 409 0.3765 0.4851 0 1 －1.7469 0.5116
地価（対数） 409 5.0467 0.5709 3.9030 6.7723 0.1406 0.8028
人口規模ダミー1 409 0.0293 0.1690 0 1 29.4874 5.5985
人口規模ダミー2 409 0.1809 0.3854 0 1 0.7720 1.6638
人口規模ダミー3 409 0.3472 0.4767 0 1 －1.5927 0.6443
人口規模ダミー4 409 0.2689 0.4440 0 1 －0.9104 1.0460
人口規模ダミー5 409 0.1736 0.3792 0 1 0.9974 1.7299
11） 　この分類については，官民連携まちづくり研究会の小林重敬氏からアドバイスをいただいた。
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基本統計量 データ数 平均 標準偏差 最小値 最大値 尖度 歪度
商業地区ダミー 407 0.6806 0.4668 0 1 －1.4024 －0.7775
地籍（対数） 409 2.3974 0.3104 1.80618 3.79796 3.0286 1.2812
前面道路幅員（対数） 400 1.9901 0.2630 1.477121 2.69897 －0.5302 0.4340
最寄駅距離（対数） 392 2.7709 0.5696 0 4.322219 3.7018 －0.4196
容積率（対数） 409 2.4924 0.2297 1.90309 3 －0.2599 －0.3256
建蔽率（対数） 409 1.8599 0.0642 1.60206 1.90309 0.0131 －1.1081
3 大都市圏からの距離（対数） 409 1.7314 0.4873 －0.69897 2.380754 1.9765 －1.2292
事業費（対数） 409 0.9746 0.5501 －0.69897 2.507721 0.2495 －0.1881
主成分分析結果
地価と主成分得点との関係
図 2 から図 4 まではエリアマネジメントが実施された地域の主成分が検出されている。それ
ぞれの主成分の特徴について以下分析を行いたい。
まず第 1 主成分（図 2）であるが，容積率，商業地区ダミー，建蔽率，人口規模ダミー 5（人
口 50 万人以上）などがプラスに大きく出ており，一方で地方都市の典型である 3 大都市からの
距離，最寄駅からの距離などがマイナスとなっている。つまり，第 1 の主成分は，3 大都市圏
近郊の大都市の中心市街地等の商業地区であることがわかる。上記の結果から「3 大都市圏隣
接・大都市・商業地区再生型」と名付けることが可能である。
第 2 主成分（図 3）であるが，「人口規模ダミー5（人口 50 万人以上）」と「人口規模ダミー4（人
口 20 万人から 50 万人未満）」などの中核市や特例市などの特徴を示す変数が大きくプラスを示
図 2　第 1 主成分　3 大都市圏隣接・大都市・商業地区再生型
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図 3　第 2 主成分　大都市隣接・非商業地区型
図 4　第 3 主成分　大都市隣接・事業費高コスト型
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続いて，主成分 1，主成分 2，主成分 3 のそれぞれの主成分得点を算出し，この値とこのエリ
ア内の地価との関係性（相関）について見ていきたい（図 5，図 6，図 7，表 2 参照（説明変数の種
類に応じてモデル 1〜モデル 3））。ここでは単回帰分析を実施した。なお，被説明変数はエリア
の地価（Y）であり，説明変数はそれぞれの主成分得点（主成分 1 から 3 まで（X））を用いた。
単回帰分析の結果は，ぞれぞれの図の中に示されているが，主成分に関する係数の符号が正
であり，モデル 1 とモデル 2 において統計的に有意であった。主成分 1 と地価との自由度修正
済決定係数は 0.54 であり，「3 大都市圏隣接・大都市・商業地区再生型」の特性が高いエリアほ
ど，地価が高くなる傾向を示している。主成分 2，3 の「大都市隣接・非商業地区型」「大都市
隣接・事業費高コスト型」については決定係数が 0.196，0.0035 と極めて低い水準であった。















モデル 1 モデル 2 モデル 3
係数 t– 値 係数 t– 値 係数 t– 値
定数 5.0467 264.6902 5.0467 199.1548 5.0467 178.8873 
主成分得点 1 0.2308 22.0732 
主成分得点 2 0.1953 9.9616 
主成分得点 3 0.0285 1.2008 








基本統計量 データ数 平均 標本標準偏差 最小値 最大値 尖度 歪度
地価（対数） 2513 4.8972 0.4178 3.6693 6.6989 0.6702 0.6037
3 大都市圏以外 2513 0.3979 0.4896 0 1 －1.8273 0.4173
人口規模ダミー1 2513 0.0175 0.1312 0 1 52.2377 7.3618
人口規模ダミー2 2513 0.1846 0.3881 0 1 0.6461 1.6265
人口規模ダミー3 2513 0.4083 0.4916 0 1 －1.8620 0.3734
人口規模ダミー4 2513 0.2276 0.4194 0 1 －0.3102 1.3000
人口規模ダミー5 2513 0.1620 0.3685 0 1 1.3728 1.8362
商業地区ダミー 2513 0.4377 0.4962 0 1 －1.9384 0.2512
地籍（対数） 2513 2.3962 0.2973 1.7323 5.2343 15.6127 2.5620
前面道路幅員（対数） 2513 1.8879 0.3370 0 3 10.3173 －1.7000
最寄駅距離（対数） 2513 2.8338 0.6999 0 4.3729 5.6513 －1.5823
容積率（対数） 2513 2.3685 0.2277 1.6989 2.9542 0.1364 －0.2315
建蔽率（対数） 2513 1.8199 0.0795 1.4771 1.9030 0.1071 －0.6103
3 大都市からの距離（対数） 2513 1.7068 0.4805 －1 2.4824 2.1444 －1.0750
事業費（対数） 2513 0.9049 0.6725 －1 3.6031 0.5338 0.1345
主成分分析結果
















なっている。「3 大都市圏からの距離」や，「3 大都市圏以外」がマイナスであることから 3 大都
市圏に隣接する人口 5 万人から 20 万人程度の都市であることがわかる。よって，大都市隣接・
中規模都市型との理解が可能であろう。
地価と主成分得点との関係
続いて，それぞれの主成分得点（主成分 1 から 3 まで）と地価との関係性について見てみよ
う（図 11，12，13 と表 4（説明変数の種類によってモデル 4 からモデル 6 まで））。エリアマネ
ジメントを実施していない地域であり，地価との関係性では主成分 1 を含め決定係数は低い値
となっている。主成分 1 の主成分得点の符号は正であり，統計的に有意，決定係数は 0.209 で
あった。主成分 2 の主成分得点の符号は負で，統計的に有意，決定係数は 0.42 であった。主成





図 12　モデル 5　主成分 2 の主成分得点と地価










係数 t– 値 係数 t– 値 係数 t– 値
定数 4.8972 660.6632 4.8972 772.1861 4.8972 587.5282 
主成分得点 1 0.1074 25.7705 
主成分得点 2 －0.1998 －42.7380 
主成分得点 3 0.0017 0.2444 
修正済決定係数 0.2088 0.4209 －0.0004 
エリアマネジメントの有無が地価に与える影響について（ノンパラメトリック検定）
最後に，エリアマネジメントの有無が地価に与える効果についてノンパラメトリック検定を
用いた分析を行いたい。表 6，表 7 は，エリアマネジメントの実施の有無別に平均値を比較し，
その差の有意性を検定したものである。一般的な検定（t 検定）と Welch の検定とを実施した
が，いずれも 1% の有意水準で統計的に有意であった。つまり，エリアマネジメントを実施し
ている地域の平均地価は実施していない地域よりも高い傾向があることが示されている。















両側 P 値 0.0000
片側 P 値 0.0000
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第 2 主成分は「3 大都市圏以外」「3 大都市からの距離」「商業地区」に関する項目が上位にあ
ることから，いわゆる地方部の中心市街地などを示しているものと思われる。
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An Empirical Study of the Impact of Area Management Activity  
on Property Prices in Japan
Motohiro ADACHI
Abstract
Over the past few years, Japan has witnessed a significant decline in local economies 
and widespread depression across many industries. A set of measures known as Area 
Management Activity (AMA) were introduced to revitalize towns and cities based on the 
combined efforts of the private and government sectors. This study assesses the impact 
of AMA on property prices through several empirical tests, such as principle component 
analysis. We use data sets on 1,300 areas including 826 municipalities, in conjunction with 
the Ministry of Land, Infrastructure, Transport, and Tourism. The empirical evidence 
clearly indicates a significant relationship between AMA and land prices.
18 経済理論　395号　2018年12月
